
令和８年度 第１回愛媛県介護予防市町支援検討会 会議結果概要 

 

１ 会議の名称 

  愛媛県介護予防市町支援検討会 

 

２ 開催日時 

令和８年７月９日（木）13:30～15:00 

 

３ 開催場所 

愛媛県総合社会福祉会館 ４階 視聴覚室 

 

４ 出席者 

介護予防市町支援検討会構成員 10名（集合６名、オンライン４名） 

事務局５名（長寿介護課長、主幹ほか） 

関係課２名（健康増進課主幹ほか）         合計 17名 

 

５ 内容 

（１） 開会 

（２） 議事 

① 会長の選任について 

② 令和８年度の愛媛県介護予防市町支援検討会の活動について 

③ その他 

（３） 閉会 

 

６ 審議の内容（全部公開・傍聴者０名） 

（１） 会長の選任について 

・構成員の互選により、引き続き宮内構成員が会長に選任された。 

・宮内会長の指名により、仁志川構成員が副会長に選任された。 

（２） 令和８年度の愛媛県介護予防市町支援検討会の活動について 

ア 事務局からの説明 

   資料１：最近の国の動向・愛媛県の現状について 

   資料２：令和８年度愛媛県介護予防市町支援検討会の活動について（案） 

 

【モデル市町支援について】 

・新居浜市（継続）：地域ケア個別会議における「地域課題の抽出・集約」に向け、講師

派遣等の支援を計４回程度実施予定。 

・今治市（新規）：事業における評価手法の検討のための助言・支援を計２回程度実施

予定。                               

 

 



 【介護予防従事者研修会について】 

・地方局実施分は、地域のニーズや実情に応じたテーマ設定とし、構成員による講師派

遣等の支援を依頼。                         

・本庁実施分は、近年の国の動向や管内市町の様々な課題認識を踏まえ、これからの

介護予防・生活支援体制のあり方に資するテーマや内容について、検討を進めていく

予定 

 

イ 構成員からの主な意見等 

【統計データについて】 

 〇通いの場の参加者数が松山市のみ人口規模に対して少なすぎる。各市町で集計基

準が異なっているのではないか。県が明確な基準を示して集計すべきである。 

〇松山市では実人数を確実に把握できる通いの場を計上している。実際には他にも多

数存在するが、不確かな数値を排除するため現状の集計方法をとっている。 

 

【今治市のモデル支援について】             

〇今治市へのモデル支援については、施設の存廃など行政としての方針に検討会が巻

き込まれないよう、役割を「専門的・技術的助言」に絞るべきである。 

〇引き受けられる支援の範囲を整理し、担当者や関係者の成長を促す伴走支援を行い

たい。                         

 

【難聴高齢者支援について】 

〇単なる費用助成に留めず、専門医による適切な受診勧奨や、購入後の継続的なフィ

ッティング（調整）も含めた、効果的な支援体制の構築を自治体がデザインすべきで

ある。 

 

【ノーリフティングケアについて】 

○八幡浜保健所管内では、人材不足や離職防止対策として、今年度の地方局研修で

「ノーリフティングケア」を取り上げる予定。 

〇愛媛県社会福祉協議会がノーリフティングケアの普及啓発に取り組んでおり、理学療

法士等の専門職も関わっている。研修における講師派遣などリハビリテーション専門

職協会として協力できる部分もあると考えている。 

〇研修会に取り入れる際には技術講習の実施だけでなく、国や県の補助金など経済的

支援制度の情報をセットで提供することが、現場への普及・定着に繋がり有効であ

る。 

 

ウ 構成員協議の結果 

【２つの活動内容について】 

〇モデル市町の効果的効率的な介護予防の取組への支援に関する活動と介護予防従

事者研修の企画など介護予防啓発に関する活動について、各構成員の専門性を踏

まえ、必要に応じて柔軟に対応する。 

 



【モデル市町支援について】 

〇希望のあった２市（【継続】新居浜市、【新規】今治市）について支援を実施する。 

〇担当構成員と事務局が現地に出向き、市町の支援方針に沿って検討・実施する。 

 

【介護予防従事者研修会について】 

〇本庁実施分の具体的な研修テーマや内容等については、今回の協議内容等を踏ま

えつつ、今後さらに具体的に検討していく。 

                

（３） その他 

【オブザーバー（健康増進課）の意見等】 

○愛媛県健康アプリ「kencom」については、健診結果の確認、生活習慣病リスクのシミ

ュレーションのほか、現在 14市町で独自ポイント付与ができる仕組みを構築。令和 8

年 4月には写真撮影のみで栄養素を記録する「食事管理機能」が追加された。 

○歯科保健事業については令和３年度から愛媛県歯科衛生士会と連携して、県内事業

所へ歯科衛生士を派遣し、事業所の要望に応じて従業員の口腔ケアを支援する取組

も行っている。                              

 

 

 

〔検討会事務局〕 

保健福祉部生きがい推進局 

長寿介護課介護予防係(2431) 

  電話 089-912-2431 

  FAX  089-935-8075 


